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1.  はじめに 

柏崎刈羽原子力発電所 7 号機については、「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽

原子力発電所の設備の健全性に係る点検・評価計画について（経済産業省 平成 19・

11・06 原院第 2 号 平成 19 年 11 月 9 日）」を受け、原子力安全・保安院に提出し

た「柏崎刈羽原子力発電所 7 号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・

評価計画書」に基づき点検・評価を実施している。 

現時点において、特に原子炉安全上重要な設備を中心に設備点検ならびに地震応

答解析が概ね終了したことから、本報告書ではこれらの結果について取り纏めると

ともに、重要な機器についての総合評価を実施したものである。  
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2.  地震の概要 

2.1 新潟県中越沖地震の概要 

平成 19 年 7 月 16 日午前 10 時 13 分頃，新潟県中越沖において，大きな地震

が発生し，新潟県と長野県で最大震度 6 強を観測した他，北陸地方を中心に東北

地方から近畿・中国地方にかけて広い範囲で地震動が観測された。気象庁発表に

よれば，マグニチュードは 6.8，震源の深さは 17km であり，震央距離 16km，

震源距離約 23km に位置していた柏崎刈羽原子力発電所は地震発生により大き

な地震動を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.1：新潟県中越沖地震震央と柏崎刈羽原子力発電所 

 

2.2 柏崎刈羽原子力発電所での観測結果 

柏崎刈羽原子力発電所の地震計の配置図を図-2.2 に示す。各号機の原子炉建屋

基礎版上の観測波（東西方向）を図-2.3 に示す。全号機で顕著なパルス波が発生

しており，特に 1 号機側で時刻歴の後半に大振幅のパルスが見られる。一方，5

号機側では波形後半のパルスが低減されているのが確認できる。原子炉建屋基礎

版上の最大加速度および設計値を表-2.1 に示す。原子炉建屋基礎版上での最大加

速度の中で最大のものは，1号機東西方向で680galである。これは，設計値273gal

に対し約 2.5 倍の加速度に達している。1 号機から 4 号機側では，設計値に対す
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る加速度が約 2～3.6 倍に対し，5 号機から 7 号機側では約 1.2～1.7 倍と少なく

なっている。 
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図-2.2：柏崎刈羽原子力発電所 地震計配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3：原子炉建屋基礎版上の観測波（東西方向） 
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表-2.1：柏崎刈羽原子力発電所 原子炉建屋基礎版上の観測最大加速度 
南北 東西 上下 

観測値 
観測 設計 観測 設計 観測 設計 

1 号機 最下階（B5F） 311 274 
（188） 680 273 

（189） 408 （235）

2 号機 最下階（B5F） 304 167 606 167 282 （235）

3 号機 最下階（B5F） 308 192 384 193 311 （235）

4 号機 最下階（B5F） 310 193 492 194 337 （235）

5 号機 最下階（B4F） 277 249 442 254 205 （235）

6 号機 最下階（B3F） 271 263 322 263 488 （235）

7 号機 最下階（B3F） 267 263 356 263 355 （235）

 

また，図-2.4 に 1 号機原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトルを，設計時

の基準地震動（El Centro，Taft，Golden Gate）と観測記録とで比較したものを

示す。観測記録が設計時の基準地震動を上回っていることがわかる。この傾向は，

2～7 号機すべての号機にて共通のものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.4：1 号機 原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトル 
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以上より，現状で考えられる中越沖地震の柏崎刈羽原子力発電所での観測結果

の特徴は下記のとおりということができる。 

 

① ほぼ全周期帯で設計時の加速度応答を上回っている。 

② 1～4 号機の揺れが 5～7 号機の揺れより大きく，この相違は後続パルスの

振幅に起因している。 

 

2.3 7 号機での観測結果 

7 号機の地震計の配置図を図-2.5 に，地震波観測結果を図-2.6 に示す。原子炉

建屋基礎版上の最大加速度は，設計時の基準地震動 263gal に対し東西方向で

356gal であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.5：7 号機原子炉建屋地震計配置図（赤星部） 
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図-2.6：7 号機原子炉建屋基礎版上地震波観測記録 

 

2.4 7 号機の状況 

地震発生当時，7 号機は柏崎刈羽原子力発電所では定格熱出力一定運転中であ

ったが，地震波が到達した直後に原子炉が自動停止し，より安定的な冷温停止状

態に移行した。 
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3.  中間報告書の概要 

3.1 中間報告書の位置づけ 

柏崎刈羽原子力発電所は設計基準地震動を上回る地震動を観測したため，設備

の健全性を確認する目的で「点検・評価計画書」に基づき点検・評価作業を実施

してきた。 

本報告書の位置づけは， 

 

z 設備点検作業が進捗し，原子炉安全上重要な設備について，目視点検，

作動試験等の基本点検が概ね終了したこと（漏えい試験等を除く）（4 月

中旬断面における見込み）、   

z 原子炉建屋に設置されている耐震安全上重要度が高い設備について，地

震応答解析の結果が得られたこと 

 

から，現段階における設備の健全性について評価を行うものである。 

 

3.2 点検・評価に関する基本的な考え方 

点検・評価とは，設備点検、地震応答解析による評価および両者の結果を踏ま

えた設備健全性の総合評価をいう。 

設備点検では各設備の特徴に応じて各設備が受けた地震による影響を、点検・

試験等によって確認し、地震応答解析では本地震の観測波に基づく各設備の解析

的な評価を実施した。 

設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検、作動試験等の基本点検およ

び基本点検の結果や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検，非破壊試験

等の追加点検からなる。 

点検・評価に関しては，以下の基本的な考え方に従った。（図-3.1 参照） 

 

z 原子炉安全上重要な設備については，基本点検とあわせて地震応答解析

を実施し，さらに，基本点検において異常が確認された設備および地震

応答解析により裕度が比較的少ないと判断された設備については追加点

検を実施する。 
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z その他の設備については，設備点検を主体に実施し，基本点検において

異常が確認された設備に対し追加点検を実施する。 

z 設備点検および地震応答解析による評価の両者の結果を踏まえ，設備健

全性の総合評価を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.1 点検・評価の全体フロー 
 

3.3 品質保証 

品質保証活動については，柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定にて適用し

ている 「原子力発電所における安全のための品質保証規定（JEAC4111-2003）」に

基づき行っている。 

 

3.4 実施体制 

点検・評価の主要な体制については，図-3.2 のとおり。 

【設備点検】 【地震応答解析】 

【設備健全性の総合評価】 

基本点検

追加点検

地震応答解析結果※１

良好 

裕度が比較 
的少ない

異常なし 

異常あり 

※１ 重要度分類クラス１の設備および重要度分類クラス２の設備であって、耐震安全上重

要度が高い設備（耐震クラスがＡｓ、Ａのものおよびその他動的地震動による耐震評

価の対象としているもの）を対象として実施。 
※２ 地震応答解析の結果、評価基準値を満足するものであっても、解析の妥当性を確認

するため、必要に応じ追加点検を実施。 

※２ 
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※ 主要な体制を記載 

図-3.2 点検・評価体制 

 

柏崎刈羽原子力発電所 
本店 原子力設備管理部 

新潟県中越沖地震対策センター

日立 GE 
ﾆｭｰｸﾘｱ･ 
ｴﾅｼﾞｰ 
株式 
会社 

株式 
会社 
東芝 

株式会社
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ 
ﾆｭｰｸﾘｱ･ 
ﾌｭｴﾙ・ 
ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

原子燃料
工業 
株式 
会社 

東電 
工業 
株式 
会社 

株式会社
東京エネ
シス 

株式会社
関電工

東電 
設計 
株式 
会社 

東電環境
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ株式
会社 



- 4-1 - 

4.  設備点検 

4.1 点検対象設備 

点検対象設備は、電気事業法に基づく事業用電気工作物の工事計画書に記載の

あるすべての設備とした。耐震上考慮している支持構造物等については，工事計

画書に記載がない場合も点検対象とした。廃棄設備等の他号機との共用設備に関

しては，各設備の工事計画を申請している号機にて結果を報告する。 

なお，必要に応じて、以下の考え方に基づき代表設備または代表部位を選定し

点検を実施している（「4.3 各機種の点検結果」参照）。 

 
z 同一の設備が複数存在する場合は，地震応答の観点から，点検対象設備

を選定する。 

z 配管系のように類似設備が多数存在する場合は，設計時の余裕度（算出

値と許容値の余裕度等），仕様，使用条件等を考慮して点検対象設備を選

定する。 

 

4.2 点検方法の策定 

(1) 点検対象設備の分類 

各設備の種類，設置方法等により地震時に想定される損傷の形態が異なること

から，原子力発電所耐震技術指針※１における機種分類を参考に，点検対象設備を

地震による機能・構造への影響が類似していると考えられる機種に分類した。（表

-4.1 参照） 
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表-4.1 点検対象設備分類一覧 

動的機器 静的機器 
19） 原子炉圧力容器および付属機器 
20） 炉内構造物 
21） 配管 
22） 燃料ラック類 
23） 熱交換器 
24） 復水器，給水加熱器，湿分分離

加熱器 
25） プールライニング 
26） 変圧器 
27） 蓄電池 
28） 遮断器 
29） 計器，継電器，調整器，検出器，

変換器 
30） 原子炉格納容器および付属機器 
31） アキュムレータ 
32） ろ過脱塩器 
33） ストレーナ／フィルタ 
34） 空気抽出器 
35） 除湿塔 
36） タンク 
37） 計装ラック 
38） 制御盤・電源盤 
39） 空調ダクト 
40） 燃料体（燃料集合体およびチャ

ンネルボックス） 
 

支持構造物等 

1）  立形ポンプ 
2）  横形ポンプ 
3）  往復動式ポンプ 
4）  ポンプ駆動用タービン 
5）  電動機 
6）  ファン 
7）  冷凍機 
8）  空気圧縮機 
9）  弁 
10） ダンパ 
11） 非常用ディーゼル発電機 
12） 制御棒 
13） 制御棒駆動機構 
14） 主タービン 
15） 発電機 
16） インターナルポンプ 
17） 燃料取替機 
18） クレーン 

41） 基礎ボルト 
42） 支持構造物 

※ 原子炉建屋等の建物・構築物については，その構造特性に応じた点検および構造評価を行

うこととする。 

 

(2) 各機種の点検方法 

設備点検では、各設備が大きな地震動を受けたことに鑑み，本地震による各設

備への影響を整理し，それに応じた点検方法を策定することが重要と考えた。す

なわち，地震による設備の損傷形態を整理した上で，それぞれの損傷形態に応じ

た点検方法を選定した。また，整理した損傷部位において，特に地震荷重により

影響を受けやすいと考えられる箇所を「発生の可能性が高いと想定されるもの」

とし、重点的に点検すべき箇所を、明確にした（添付資料 4-1 参照）。 
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なお，個別機器の点検にあたっては，整理した機種ごとの点検方法を参考に，

要領書等を定めて点検を実施している。 

 

a.  動的機器 

動的機器については，回転機能および水力性能等が要求されている。これら機

能の喪失には各部材の損傷，変形が想定される。これら損傷要因の検出には，外

観の目視点検や作動試験が有効と考えた。 

 

z 基本点検：目視点検，作動試験，漏えい試験，等 

z 追加点検：分解点検等 

 

なお、作動試験等の評価にあたっては，通常の作動試験時の判定基準を用いて、

評価を実施することを基本とするが、診断技術の活用※１、過去の作動試験時の記

録（地震前データ）と比較も可能な範囲で実施することにより、地震による異常

の発生を確実なものとした。 

 

※１：診断技術の活用にあたっては，現在発刊準備中の「JEAG4221-2007 原子力発電所の設

備診断に関する技術指針－回転機械振動診断技術」を参考に主に振動診断（振動速度

値の管理と異常な振動周波数の有無）を実施し，内部構造物の異常検出を行う。 
 

 
b.  静的機器 

静的機器は，配管，熱交換器等の機器が該当し，内部に流体を保持する機器に

対しては耐圧，強度等が要求されている。また，計器，変換器，モニタ設備等の

電気・計装設備に対しては電路の健全性等が要求されている。 

地震力によるこれら機能の喪失要因としては，各部材の変形，割れ等の損傷が

想定され，これらの損傷要因の検出には目視による確認や漏えい試験等が有効と

考えた。 

 

z 基本点検：目視点検，漏えい試験，機能確認等 

z 追加点検：非破壊試験，分解点検等 
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c.  支持構造物等 

各機器の支持構造物は，地震力による影響が特に大きいと考えられることから，

機器本体とは別に損傷形態および点検内容について検討を行った。 

耐震上考慮している支持構造物は，主に機器基礎部，支持脚，静的レストレイ

ント，動的レストレイント等から構成され，これらには，機器の支持機能が要求

されている。 

地震力により支持構造物本体の変形等やコンクリート定着部等の損傷（基礎ボ

ルトの損傷，コンクリートの割れ）等が想定されるが，これらの確認には，変形

や移動痕等に対する目視点検等が有効と考えた。 

 

z 基本点検：目視点検，打診試験 

z 追加点検：非破壊検査，表面検査，走行試験等 

 

機種ごとの具体的な点検方法については添付資料 4-1 に示す。 

 

4.3 予め計画する追加点検 

Ⅰ．点検と解析による確認により，十分に健全性の評価が可能であるものと考え

るが，機能上影響のない微細なきず等についても念のために把握するとの観

点からあらかじめ計画する追加点検を実施する。 

 

①：一般的に地震力による影響が大きいと考えられる部位（配管，基礎部，

支持構造物等を選定） 

②：地震による相対変位の影響が大きいと考えられる部位 

  （ノズル，建屋貫通部等） 

③：構造が複雑でかつ性能に対する地震の影響が懸念される動的機器 

 

Ⅱ．現在のプラント状態では基本点検の実施が困難な設備で，類似仕様の他設備

の追加点検をもって代替とするため，あらかじめ計画する追加点検を実施す

る。 

①：高温状態等において基本点検が可能となる設備 
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具体的な点検範囲とその理由については，「表-4.3.1 予め計画する追加点検範

囲と実施理由」に，また具体的な対象設備については，「表-4.3.2 予め計画する

追加点件対象機器一覧表」に記載する。 
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表-4.3.1 予め計画する追加点検範囲と実施理由 

種 別 追加点検理由 
予め計画する 

追加点検範囲 

【Ⅰ】基本点検での確認が困難な，機能上影

響のない微細なきず及び変形の有無を確認

することにより，地震による影響をより精緻

に確認し知見を拡充するため 

機種及び建屋ごとに代表１機器動的機器 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関し

て，健全性を事前に確認するため 
駆動源が蒸気である等の理由に

より，作動試験が実施出来ない

機器 
【Ⅰ】地震応答解析の結果，許容応力を下回

る箇所に対しても異常が発生していないこ

とを念のために確認するため 

地震応答解析の結果，他の箇所

に比べて地震の影響が比較的大

きい箇所 
【Ⅰ】地震によって相対変位が生じる可能性

が高い建屋間貫通部近傍における異常が発

生していないことを念のために確認するた

め 

建屋間貫通部に施設される箇所

配管 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関する

健全性を事前に確認するため 
内包する流体が蒸気である等の

理由により，現時点で運転圧に

よる漏えい確認ができない箇所

原子炉 

圧力容器 

【Ⅰ】地震によって相対変位が生じる可能性

が高い箇所（ノズル部）における異常が発生

していないことを念のために確認するため 

ノズルセーフエンド 

基礎部 【Ⅰ】地震の応答が直接伝搬される部分であ

り，基礎ボルトにおいて，塑性変形による伸

びやせん断応力による緩み等の異常が発生

していないことを念のために確認するため 

機種ごとに代表 1 機器及び原子

炉建屋フロアごとに代表１機器

【Ⅰ】一般的に地震による影響が大きいと考

えられる支持構造物に異常が発生していな

いことを念のために確認するため（配管系点

検箇所と同様箇所） 

建屋間貫通部に施設される配管

近傍のサポート等 
支持構造物

等 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関し

て，健全性を事前に確認するため 
メカニカルスナバ 
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表-4.3.2 予め計画する追加点件対象機器一覧表（1/2） 

種 別  点検方法 実施範囲（計画） 

【Ⅰ】機種及び建屋

ごとに代表 1機器 

分解点検 ・ 原子炉補機冷却海水ポンプ 

・ ほう酸水注入系ポンプ 

・ 燃料プール浄化系ポンプ 

・ 非常用ガス処理系排風機 

・ 主蒸気隔離弁  等  

合計約 50 機器

【Ⅱ】駆動源が蒸気

である等の理由に

より，作動試験が実

施できない機器 

 

分解点検 ・ 原子炉隔離時冷却系ポンプ

タービン 

・ 原子炉給水系ポンプタービ

ン 等           

合計約 20 機器

動的 

機器 

 

 

70 機器（全 370 機器）

【Ⅰ】地震応答解析

の結果，他の箇所に

比べて地震の影響

が比較的大きい箇

所 

 

 

詳細目視点検 
（解析範囲で 3 カ所）

浸透探傷試験 
（解析範囲で 1 カ所）

超音波探傷試験※ 
（解析範囲で 1 カ所）

硬さ試験※ 
（解析範囲で 1 カ所） 
 

・ 主蒸気系 
・ ほう酸水注入系 
・ 原子炉冷却材浄化系  
・ 非常用ガス処理系 
・ 高圧炉心注水系 
・ 原子炉隔離時冷却系 

等 As，A クラス配管

12 系統（全 12 系統）
（※は可能な範囲で実施）

【Ⅰ】建屋間貫通部

に施設される箇所 
 

 

詳細目視点検 
浸透探傷試験（※） 
超音波探傷試験（※）
 
 

・ 主蒸気系 
・ 給水系 
・ 原子炉補機冷却系 
・ 高圧炉心注水系 
・ 液体廃棄物処理系 等  

約 20 箇所（全 20 箇所）
（※は可能な範囲で実施）

配管 

【Ⅱ】内包する流体

が蒸気である等の

理由により，現時点

で運転圧による漏

えい確認ができな

い箇所 

詳細目視点検 
浸透探傷試験 
（すみ肉溶接部） 
 
 
 

・ 主蒸気系 
・ 原子炉隔離時冷却系 
・ 抽気系  等 

8 系統（全 8 系統）

 

 

 

 

 

 

 



- 4-8 - 

 

表-4.3.2 予め計画する追加点件対象機器一覧表（2/2） 

種 別  点検方法 実施範囲（計画） 

原子炉 
圧力容器 

【Ⅰ】ノズルセーフ

エンド 
 

浸透探傷試験 
（※1） 
超音波探傷試験 
（※2） 
 
 

・ 低圧注水ノズルセーフエンド

（N6A,B,C） 
等 

約 20 箇所（全 30 箇所）
（※1 は可能な範囲で実施）

（※2 は解析結果を踏まえて

代表を選定して実施）

基礎部 【Ⅰ】機種ごとに代

表 1 機器及び原子

炉建屋フロアごと

に代表 1 機器 
 
 

詳細目視点検 
トルク確認 
（全数の 10%） 
超音波探傷試験 
（全数の 10%） 
 
 

・ 原子炉圧力容器（120 本/12 本）

・ 原子炉補機冷却系サージタン

ク（20 本/2 本） 
・ ほう酸水注入系タンク（20 本

/2 本） 
・ 主蒸気逃し安全弁逃し弁機能

用アキュムレータ 
・ ディーゼル機関（20 本/2 本）

・ ディーゼル機関発電機（14 本

/2 本） 
・ 残留熱除去系熱交換器（8 本

/2 本）    等 

代表機器基礎ボルトの約 10%
【Ⅰ】建屋間貫通部

に施設される配管

近傍のサポート等 
（配管に準ずる箇

所） 
 

浸透探傷試験 ・ 主蒸気系 
・ 給水系 
・ 原子炉補機冷却系 
・ 高圧炉心注水系 
・ 液体廃棄物処理系 等  

約 20 箇所（全 20 箇所）

支持構造物

等 

【Ⅱ】メカニカルス

ナバ 
低速走行試験 
 

メカニカルスナバ 

約 10%
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4.4 各機種の設備点検結果 

各機種の設備点検結果については、設備点検で異常が確認されたもの及び全体の

概要を以下に纏めるとともに，機器毎の点検結果を添付資料 4-2 に示す。なお、7) 

冷凍機，10) ダンパ，39) 空調ダクトについては，7 号機点検・評価計画書の対象

設備に含まれないため，本報告書の対象外とした。なお、設備点検の結果及び評価

の詳細については「6.総合評価」に記載する。 

(1) 基本点検の状況 

設備の基本点検の状況（３月中旬時点）については以下の通りである。 

 目視点検  約９８０／１，４００機器 

 作動試験  約１２０／３００機器 

 漏えい確認  約１２０／８００機器 

機能確認  約５３０／７００機器 

上記点検の結果、現状で「異常あり（不適合）」と判定されたものは、３４件

であった。（表-4.4 参照）これらのうち２３件については追加点検を実施し、６

件については今後追加点検を実施する予定である。なお、基本点検で異常が確認

され、軽微な補修・取替等の現状復旧により対応が可能と判断された５件につい

ては適宜対応を行っている。 

 

（参考）原子炉安全上重要な機器の点検状況（３月中旬時点） 

 目視点検  約７００／７９０機器 

 作動試験  約１１０／１９０機器 

 漏えい確認 約１１０／５２０機器 

機能確認  約３７０／４１０機器 

 

(2) 追加点検の状況 

地震応答解析の結果、裕度が比較的低いと判断された設備はなく、それによる

追加点検の対象設備は選定されなかった。また、あらかじめ計画する追加点検に

ついては、順次点検を実施している。 
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(3) 7 号機以外で確認された不適合事象に関する点検の状況 

7 号機以外で確認された主な不適合事象のうち，「点検・評価計画書」対象設

備に関する不適合事象は 11 件であった。 

このうち，7 号機においても水平展開を図るべき事象は 7 件（6 件は変圧器関

連の不適合事象）である。現在までに変圧器関連の不適合について水平展開を実

施中であり，原子炉建屋天井クレーンの不適合について原因および対策を検討中

である。水平展開を実施中および検討中のものは，以下のとおり。 

 

a.  所内変圧器 3B 火災（3 号機），励磁変圧器基礎部のズレ・電源母線ダクトのズ

レ（1～3 号機），主変圧器基礎部のズレ（1 号機），所内変圧器基礎部のズレ・

電源母線ダクトのズレ（2 号機）（変圧器関連 ６件）（不適合管理グレード：

As，A） 

地震発生直後，3 号機所内変圧器で火災が発生した。原因は，所内変圧器の

基礎と電源母線ダクトの基礎の不等沈下に伴い，落下したダクトと接続端子が

接触したことにより発生した短絡・地絡電流による火花が，変圧器から漏れ出

た絶縁油に引火したものと考えられる。なお，所内変圧器とタービン建屋の間

には防火壁があるため，延焼の恐れはなかった。また，1～3 号機の励磁変圧

器，主変圧器，所内変圧器においては，基礎部のずれ，電源母線ダクトのズレ

が確認された。 

7 号機については，変圧器の基礎部のズレおよび電源母線ダクトのズレは確

認されなかったが，1～3 号機で確認された変圧器基礎と電源母線ダクト基礎

の不等沈下事象に対する対策の水平展開として，基礎の杭基礎化および接続ダ

クト部基礎と変圧器基礎の一体化工事を実施中である。 

 

b.  原子炉建屋天井クレーンユニバーサルジョイントに破損確認（6 号機）（不適合

管理グレード：As） 

6 号機原子炉建屋天井クレーンの目視点検を行ったところ，クレーンを駆動

させるユニバーサルジョイントの 3 箇所に破損を確認した。 

地震発生時，原子炉建屋天井クレーンは停止している状態であり，走行車輪

は電動機側に設置されているブレーキが掛かっている状態であったが，地震動
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により強制的にクレーンの走行方向（東西方向）の力が発生し，走行車輪に回

転しようとする力が作用したため，ブレーキによる電動機側の回転を阻止する

力の相反する作用により，走行車輪と電動機の間に位置するユニバーサルジョ

イントに過大なトルクが発生し，クロスピンが破損したものと推定した。 

7 号機原子炉建屋天井クレーンは，6 号機とは構造が異なりユニバーサルジ

ョイントを使用していないが，駆動伝達部における対策の要否について，現在

検討を行っている。 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（１／６） 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（２／６） 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（３／６） 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（４／６） 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（５／６） 
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表-4.4 設備点検により異常が確認された設備一覧表（６／６） 
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4.5 力量管理 

点検実施者の力量管理については，以下のとおり実施した。 

 

(1) 目視点検要員の力量確認 

基本点検のうち，目視点検に従事する者については，以下の項目を確認した。 

 

z NDIS 3413「非破壊試験技術者の視力及び色覚の試験方法」にて準用され

る JIS Z2305「非破壊検査－技術者の資格及び色覚の試験方法」にて非破

壊検査員に要求される近方視力の確認が行われていること。 

z 当該設備または機器点検の経験年数が 3 年以上であること。経験年数が 3

年未満の場合は，目視点検に関する教育を行い，結果を報告されている

こと。 

z 「各機器について想定される損傷および損傷に対する点検方法」を確認

した者が従事していること。 

なお，地震によって影響を受け破損しやすい箇所等については，必要に

応じ設計者に意見を求めることが可能な体制を整えている。 

 
(2) 非破壊試験要員の（目視検査要員を除く）の力量確認 

放射線透過試験，超音波探傷試験，磁粉探傷試験，浸透探傷試験，渦流探傷試

験など資格を必要とする非破壊試験を実施する場合には，原則として JIS Z2305

に定める NDT レベル 2 以上もしくは（社）日本非破壊検査協会認定資格 NDI 2

種以上の資格を有する者またはその者が所属する社内認定制度の NDT レベル 2

以上もしくは NDI 2 種相当以上の資格を有する者がこれにあたっていることを

確認した。 
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5.  地震応答解析について 

5.1 解析評価方針 

重要度分類クラス 1 の設備および重要度分類クラス２の設備であって，耐震安

全上重要度が高い設備（耐震クラスが As，A のものおよびその他動的地震動に

よる耐震評価の対象としているもの）について構造強度評価および動的機能維持

評価を実施した。 

なお，評価にあたり，下記の観点から解析対象設備を選定した。 

 
z 同一の設備が複数存在する場合は，据付床の床応答等を考慮して解析対

象設備を選定する。 

z 配管系のように類似設備が多数存在する場合は，設計時の余裕度（算出

値と許容値の余裕度等），仕様，使用条件等を考慮して解析対象設備を選

定する。 

 
具体的には，表-5.1 に示す主要設備に属するポンプ，タービン，容器，熱交換

器等の機器，配管系，および電気計装設備である。 

また，耐震クラスが B の設備のうち，燃料取替機および原子炉建屋天井クレー

ンは，その破損が As，A クラス設備に波及的破損を生じさせるおそれがあるた

め評価を実施する。 

炉内に装荷されている燃料体のうち，燃料集合体の耐震クラスはノンクラスで

あるが，崩壊熱除去可能な形状の維持の観点から，燃料被覆管に対する評価を行

うことが適切であるため，燃料集合体については評価を実施した。 
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表-5.1 柏崎刈羽 7 号機 As，A クラス主要設備一覧 

  Ａｓ，Ａクラスの定義 主要設備 

ⅰ 
原子炉冷却材圧力バウンダリを構

成する機器・配管系 
・ 原子炉圧力容器 
・ 原子炉冷却材圧力バウンダリに

属する系統※１ 

ⅱ 使用済燃料を貯蔵するための設備 ・ 使用済燃料貯蔵設備 
 

ⅲ 

原子炉の緊急停止のために急激に

負の反応度を付加するための設

備，および原子炉の停止状態を維

持するための設備 

・ 制御棒 
・ 制御棒駆動機構 
・ 制御棒駆動水圧系 

ⅳ 

原子炉停止後，炉心から崩壊熱を

除去するための設備 
・ 原子炉隔離時冷却系 
・ 高圧炉心注水系 
・ 残留熱除去系 
・ サプレッションチェンバ 

As 

ⅴ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ破損

事故の際に圧力障壁となり，放射

性物質の拡散を直接防ぐための設

備 

・ 原子炉格納容器 
・ 原子炉格納容器バウンダリに属

する系統※２ 

ⅰ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ破損

事故後，炉心から崩壊熱を除去す

るための設備 

・ 高圧炉心注水系 
・ 原子炉隔離時冷却系 
・ 残留熱除去系 
・ 自動減圧系 
・ サプレッションチェンバ 

ⅱ 

放射性物質の放出を伴うような事

故の際にその外部放散を抑制する

ための施設で上記ⅴ以外の設備 

・ 残留熱除去系 
・ 可燃性ガス濃度制御系 
・ 非常用ガス処理系 
・ 原子炉格納容器圧力抑制装置 
・ サプレッションチェンバ 

A 

ⅲ 
その他 ・ 燃料プール水補給設備 

・ ほう酸水注入系 
・ 炉内構造物 

 
※ １ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材再循環系，原子炉冷却材浄化系， 

残留熱除去系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，ほう酸水注入系 
※ ２ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系， 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，不活性ガス系， 
非常用ガス処理系，可燃性ガス濃度制御系，放射性ドレン移送系， 
ほう酸水注入系 
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5.2 解析評価方法 

(1) 地震応答解析の概要 

本地震に対する設備の地震応答解析は，地震時に観測した水平方向および鉛直

方向の地震記録を用いた動的解析によることを基本とし，機器・配管系の応答性

状を適切に表現できるモデルを設定した上で応答解析を行い，その結果求められ

た応力値，または応答加速度をもとに評価する。 

原子炉建屋内の大型機器である原子炉格納容器，原子炉圧力容器および炉内構

造物等の評価にあたっては，水平地震動と鉛直地震動による建屋・機器連成応答

解析を行う。また，それ以外の機器・配管系の評価については，当該設備の据付

床の水平方向および鉛直方向それぞれの床応答を用いた応答解析等を行う。水平

地震動と鉛直地震動の応答結果の組合せについては 2 乗和平方（SRSS）等によ

り行う（表-5.2 参照）。 

構造強度評価に際しては，設備の評価部位として，地震力の影響が大きいと考

えられる部位（固定部等），設計時の評価にて余裕度の小さい部位（許容値に対

して算出値が厳しい部位）を選定する。 

動的機能維持評価に際しては，地震時に動的機能が要求される動的機器を選定

する。また，選定した動的機器の据付床における応答加速度と機能確認済加速度

との比較を基本として動的機能維持評価を行う。 

 
a.  地震応答解析に用いる建屋応答加速度 

本地震が観測された階（3 階:TMSL+23.5m および基礎版上:TMSL-8.2m）に

ついては観測記録を用い，それ以外の階については，観測記録をもとに建屋応答

解析で算出された建屋応答加速度を用いる。建屋応答加速度は，総合資源エネル

ギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委員会（以下，「耐震・構造

設計小委員会」）にて確認された値を用いる。 

なお，建設時の床応答スペクトルの作成においては，建屋の地震応答の不確か

さ（地盤物性，建屋剛性，地盤ばね定数の算出式および減衰定数，模擬地震波の

位相特性等）を考慮して拡幅が行われるが，本評価では，観測記録，または観測

記録にもとづく建屋応答解析による応答加速度を用いるため拡幅は行わない（表



- 5-4 - 

-5.2 参照）。 

原子炉建屋各階の床応答スペクトルの例（減衰定数 1％）を図-5.1(1)～図

-5.1(16)に示す。 

 
b.  建屋・機器連成応答解析モデル 

原子炉建屋内の大型機器（原子炉圧力容器，原子炉格納容器および炉内構造物

等）は，建屋から各点で支持されているため，建屋と連成した解析モデルにより

新潟県中越沖地震による地震応答解析を時刻歴応答解析で実施する。解析は水平

方向および鉛直方向について実施する。 

建屋・機器連成応答解析モデルには，原子炉格納容器‐原子炉圧力容器解析モ

デルと炉内構造物解析モデルがある（図-5.2(1)～5.2(3)参照，水平方向について

は NS 方向を例として示す）。これらのモデルのうち機器側については設計時と

同一のモデルを用いているが，建屋側については一部見直しが考慮されており，

耐震・構造設計小委員会にて確認されている。（表-5.2 参照） 

 
c.  地震応答解析に用いる減衰定数 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数を表 5-3 および表 5-4 に示す。

原則として「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」に規定さ

れた値を用いるが，既往の試験・検討等で妥当性が確認された値も評価に用いる。

（表-5.2 参照） 

 
(2) 構造強度評価の方法 

地震応答解析のうち構造強度評価は，設計時と同等の評価（スペクトルモーダ

ル解析法等）を実施することを基本とする。また，余裕度の大きな設備について

は，簡易評価（応答倍率法等）の結果を算出値とする。評価の手順を図-5.3 に示

す。 

なお，疲労による影響が比較的大きいと考えられる設備については，構造強度

評価にあわせて疲労評価も実施する。 
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a.  簡易評価（応答倍率法による評価） 

大型機器である原子炉格納容器，原子炉圧力容器および炉内構造物等について

は，観測記録にもとづく地震力（加速度，せん断力，モーメント，軸力）と設計

時における地震力との比を求め，設計時の応力に乗じることにより算出値を求め，

評価基準値と比較する。 

また，それ以外の機器については，本地震の観測記録にもとづく床の最大応答

加速度と設計時における床の最大応答加速度の比，またはそれぞれの床応答スペ

クトルの比を求め，設計時の応力に乗じることにより算出値を求め，評価基準値

と比較する。（配管の解析に簡易解析は用いない） 

 
b.  設計時と同等の評価 

設計時と同等の評価を行い算出値を求め，評価基準値と比較する。 

配管系は，スペクトルモーダル解析法による評価を行い算出値を求め，評価基

準値と比較する。 

 
c.  評価基準値 

構造強度評価の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-

補・1984，JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」に規定される許容応力

状態ⅢAS における許容応力を用いる。 

 
d.  構造強度評価で用いた条件について 

基本的には設計時と同じ条件を適用しているが，「柏崎刈羽原子力発電所 7 号

機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価計画書」にて必要に応じ

て考慮するとした条件のうち，構造強度評価に適用したものを表-5.2 に示す。 

また，7 号機は地震時において，定格熱出力運転状態から地震加速度大により

原子炉自動停止に至っている。原子炉自動停止については，設計時に考慮してい

た機械荷重のうち作用していないものがあり，それらについては本評価に反映し

た。一方，定格熱出力状態における条件については設計時と同様に考慮した。 

①自動停止におけるの機械荷重 

・制御棒挿入 
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⇒制御棒駆動系配管の解析に制御棒挿入による機械荷重を考慮（設計時と

同じ） 

・主蒸気逃がし安全弁の吹出しなし 
⇒主蒸気系配管の解析に吹出しによる機械荷重を考慮せず 

・ほう酸水注入なし 
⇒ほう酸水注入系配管の解析にほう酸水注入による機械荷重を考慮せず 

②定格熱出力状態における条件 
・①以外の荷重条件（設備重量，クレーン容量等）⇒設計時と同じ設定 
・運転圧力，運転温度 ⇒設計時と同じ設定 

 
(3) 動的機能維持の評価方法 

動的機能維持に関する評価は，地震観測記録にもとづき評価対象設備の応答加

速度を求め，その加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。なお，

機能確認済加速度とは，立形ポンプ，横形ポンプ，およびポンプ駆動用タービン

等，機種ごとに試験あるいは解析により，動的機能維持が確認された加速度であ

る。 

機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補

版」に準拠するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用いる（参考文献 5

参照）。 

制御棒の地震時挿入性（制御棒およびチャンネルボックスの健全性）について

は，地震観測記録にもとづく燃料集合体の相対変位を求め，その相対変位が，試

験により挿入性が確認された相対変位以下であることを確認する（参考文献 6 参

照）。 

 
 
5.3 解析結果 

(1) 構造強度評価結果 

a.  構造強度評価 

構造強度の評価結果を表-5.5，および表-5.6 に示す。機器・配管系の算出値は，

いずれも評価基準値以下であることを確認した。 
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b.  疲労評価 

地震による 1 次+2 次応力が厳しくなる設備を選出し疲労評価を実施した。 

原子炉圧力容器～原子炉格納容器間の地震時の相対変位による 1 次+2 次応力

が厳しくなると想定される設備として，配管系より残留熱除去系配管，原子炉圧

力容器ノズルより低圧注水ノズルを今回の疲労評価の対象として選出した。残留

熱除去系配管の評価結果を表-5.７に示す（低圧注水ノズルについては追而）。新

潟県中越沖地震による疲れ累積係数と通常運転（40 年）による疲れ累積係数の

和は，評価基準値を十分下回っていることを確認した。本評価は，本震の評価で

あるが，今後余震も含めた評価を実施する。 

また，建屋間の相対変位（原子炉建屋～タービン建屋間など）による大きな 2

次応力を受ける設備について，今後，代表を選出し疲労評価を実施していく。 

 

(2) 動的機能維持評価結果 

動的機能維持の評価結果を表-5.8 に示す。各機器の応答加速度は，いずれも機

能確認済加速度以下であることを確認した。 

制御棒の地震時挿入性については，新潟県中越沖地震による燃料集合体の相対

変位が，試験により挿入性が確認された相対変位以下であることを確認した。 
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表-5.2 地震応答解析に用いた設計時と異なる条件 

建屋応答解析，床応答スペクトル 
①建屋・機器連成応答解析モデルの建屋側に下記の見

直しを適用 
・コンクリートのヤング率の算出に実剛性を適用 
・耐震壁に加え補助壁の剛性も考慮 

原子炉格納容器，原子炉圧

力容器，炉内構造物の解析

に適用 

②床応答スペクトルの拡幅無し 床置き設備， 
配管系の解析に適用 

試験・研究等の妥当性が確認された評価手法，パラメータの取込 

①水平と上下方向の応答を 2 乗和平方で組合せ（上下方

向地震力は動的に扱う）（参考文献 1 参照） 
配管系の解析に適用 

②配管系の評価について検討された減衰定数の見直し

を適用（表-5.4, 5.5，参考文献 2,3 参照） 
配管系の解析に適用 

③疲労評価における新 Ke（割増係数）の適用（参考文

献 4 参照） 
配管の疲労評価に適用 

④地震以外の短期機械荷重を含む場合の配管の許容応

力見直し（参考文献 4 参照） 
制御棒挿入による機械荷

重を考慮する制御棒駆動

系配管に適用 
⑤形状係数α(全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比また

は1.5のいずれか小さいほう)の適用（参考文献4参照） 
容器に適用 

現実の運転状態の反映※ 
①主蒸気系配管   ：主蒸気逃がし安全弁の吹き出しによる機械荷重なし 
②ほう酸水注入系配管：ほう酸水注入による機械荷重なし 

※その他の荷重条件，温度条件，圧力条件等は設計時と同一 
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表-5.3 機器・配管系の減衰定数 

対象設備 水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0 

ボルトおよびリベット構造物 2.0 2.0 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0 

電気盤 4.0 1.0 

燃料集合体 7.0 1.0 

制御棒駆動装置 3.5 1.0 

配管系 0.5～3.0※ 0.5～3.0※ 

燃料取扱装置 1.5～2.0※ 1.5～2.0※ 

天井クレーン 2.0※ 2.0※ 
※ 試験・検討にて妥当性が確認された値。参考文献(2)(3)参照。また配管系の減衰定数

の詳細を表-5.4 に示す。 
 
 

表-5.4 配管系減衰定数 
減衰定数(%)※ 

配管区分 
保温材有 保温材無

Ⅰ スナバおよび架構レストレイント支持主体の配管系で，その支

持具（スナバまたは架構レストレイント）の数が 4 個以上のも

の 

3.0（2.5） 2.0 

Ⅱ スナバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハンガ

等を有する配管系で，アンカおよび U ボルトを除いた支持具の

数が 4 個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 

2.0（1.5） 1.0 

Ⅲ U ボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重を受ける U

ボルトの数が 4 個以上のもの 

3.0 

（―） 

2.0 

（－） 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，ⅡおよびⅢに属さないもの 1.5（1.0） 0.5 

※ 「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」から変更した箇所を下線で

示す。また，変更前の値を括弧内に示す。変更内容は下記の２点。 

・無機多孔質保温材の付加減衰定数を 0.5％から 1.0％に変更。ただし，金属保温が

混在する場合は，配管全長に対する金属保温材の割合が 40％以下の場合に限り

1.0％の付加減衰を適用できる。 

・配管自重を受けるＵボルト支持具を４個以上有する配管系に対しては，減衰定数

を 2.0％に設定。 
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図-5.1 (3) 4 階（TMSL+31.7ｍ）

KK-7 R/B TMSL ＋23.5m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建設時S1(NS,EW包絡)

建設時S2(NS,EW包絡)

建屋応答解析結果(NS,EW包絡)

観測波(NS,EW包絡)

KK-7 R/B TMSL ＋23.5m（減衰1.0%）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00

周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建設時静的震度(上下)

建屋応答解析結果(上下)

観測波（上下）

KK-7 R/B TMSL ＋18.1m（減衰1.0%）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00

周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建設時静的震度(上下)

建屋応答解析結果(上下)

KK-7 R/B TMSL ＋18.1m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建設時S1(NS,EW包絡)

建設時S2(NS,EW包絡)

建屋応答解析結果(NS,EW包絡)

図-5.1 (5) 3 階（TMSL+23.5 m）

図-5.1 (7) 2 階（TMSL+18.1 m） 

原子炉建屋水平方向床応答スペクトル 
（NS/EW 包絡 減衰 1.0%） 

原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル
（NS/EW 包絡 減衰 1.0%） 

図-5.1 (2) 天井クレーン階（TMSL+38.2m）

図-5.1 (4) 4 階（TMSL+31.7ｍ）

図-5.1 (6) 3 階（TMSL+23.5 m）

図-5.1 (8) 2 階（TMSL+18.1 m） 
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図-5.1 (15) 基礎版上（TMSL－8.2 m）

原子炉建屋水平方向床応答スペクトル 
（NS/EW 包絡 減衰 1.0%） 

原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル
（NS/EW 包絡 減衰 1.0%） 

図-5.1 (13) 地下 2 階（TMSL－1.7m）

図-5.1 (11) 地下 1 階（TMSL+4.8 m） 

図-5.1 (9) １階（TMSL+12.3m） 

図-5.1 (16) 基礎版上（TMSL－8.2 m）

図-5.1 (14) 地下 2 階（TMSL－1.7m）

図-5.1 (12) 地下 1 階（TMSL+4.8 m） 

図-5.1 (10) １階（TMSL+12.3m） 
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図-5.2(1) 原子炉格納容器‐原子炉圧力容器解析モデル（水平 NS 方向） 
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図-5.2(2) 炉内構造物解析モデル（水平 NS 方向）

図-5.2(3) 炉内構造物解析モデル（鉛直方向） 
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図-5.3 地震応答解析の手順 

大型機器地震応答解析 建屋地震応答解析 

地震力の算定 
（加速度，せん断力，モーメン

ト，軸力） 

機器 

設計時と同等の評価 
（スペクトルモーダル解析法）

配管系

算出値が評価 
基準値以下か 

設計時と同等の評価 
（スペクトルモーダル解析法等）

評価終了 詳細評価 

※１ 設備によっては，簡易評価を行わず設計時と同等の評価に移行する場合もある 
※２ 次ページに詳細説明を記載 
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※ 応答倍率法による評価 
  
  地震観測記録にもとづく地震力による算出値は，以下の方法で求める。 
 
① 地震観測記録にもとづく ＝    設計時の応力     × 応答比 
  地震力による算出値    （地震および地震以外による応力） 
 
② 地震観測記録にもとづく ＝  設計時の応力  ＋ 設計時の応力 × 応答比 

地震力による算出値   （地震以外による応力）（地震による応力） 
 
上記の応答比は以下による。 

（a） 原子炉圧力容器や炉内構造物等，算出値を求めるにあたり，加速度，せん

断力，モーメント，軸力を用いる機器 

応答比 1 ：地震観測記録にもとづく地震力と設計時の地震力との比（加速度，
せん断力，モーメント，軸力ごとに応答比を算定） 

 

（b） ポンプの基礎ボルト等，算出値を求めるにあたり，水平加速度，鉛直加速

度を用いる機器 

応答比 2 ：地震観測記録にもとづく水平加速度と鉛直加速度の２乗和平方と設

計時の水平加速度と鉛直加速度の２乗和平方との比 
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表 5-5 構造強度評価結果（1/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

ＲＰＶ円筒胴 胴板 膜 177 303 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

下部鏡板 球殻部 膜 186 303 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

制御棒駆動機構 
ハウジング貫通孔 ｽﾀﾌﾞﾁｭｰﾌﾞ 軸圧縮 68 98 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

原子炉冷却材再循環 
ポンプ貫通部 

ｹｰｼﾝｸﾞ側 
付け根部 膜＋曲げ 224 418 B   

膜＋曲げ
圧縮*1 25 387 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 
支持スカート スカート 

座屈 0.1 1 B 
座屈に対する評価式によ

り，発生値は判定基準に対

する比率で示す 

原子炉圧力容器 
基礎ボルト 基礎ボルト 引張 115 499 A 本地震による地震力が設計

時地震力を下回る  

主蒸気ノズル（N3） ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜 97 303 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

給水ノズル（N4） ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜＋曲げ 111 252 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

低圧注水ノズル(N6) ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜＋曲げ 177 252 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

原子炉停止時冷却材 
出口ノズル(N10) ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜＋曲げ 140 252 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

計装ノズル(N12～14)      (追而) 

原子炉圧力容器 
スタビライザ ロッド 引張 221 513 B   

制御棒駆動機構ハウジン
グレストレントビーム ﾚｽﾄﾚﾝﾄﾋﾞｰﾑ 曲げ 61 176 B   

原子炉冷却材 
再循環ポンプ ﾓｰﾀｹｰｼﾝｸﾞ 軸圧縮 105 123 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

原
子
炉
本
体 

原
子
炉
圧
力
容
器 

ブラケット類 

RPV ｽﾀﾋﾞﾗｲ
ｻﾞﾌﾞﾗｹｯﾄ 
上部ｶﾞｲﾄﾞﾛｯ
ﾄﾞﾌﾞﾗｹｯﾄ*2 

膜＋曲げ
132 
99 

454 
205 A 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

*1：誤記訂正 
*2：前回報告時は上部ガイドロッドブラケットを最も裕度の低い評価部位として選定していたが、地

震荷重の影響を受けないブラケットであることから評価部位を変更 
 
注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（2/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価

手法 
備考 

蒸気乾燥器 耐震用ブロ
ック 

平均せん
断 20 155 A   

シュラウドヘッド 鏡板 膜＋曲げ 60 139 B   

気水分離器 ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 膜＋曲げ 46 128 B   

給水スパージャ ヘッダ 膜＋曲げ
24 

25*3 213 A  

低圧炉心注水 
スパージャ ヘッダ 膜＋曲げ 20 213 A   

高圧炉心注水 
スパージャ ヘッダ 膜＋曲げ

37 
38*4 213 A  

高圧炉心注水系配管 
(原子炉圧力容器内部) パイプ 膜＋曲げ 19 213 A   

炉
内
構
造
物 

中性子束計測案内管 中性子束計
測案内管 膜＋曲げ 6 139 A   

炉心シュラウド 下部胴 膜 
膜＋曲げ*5 19 128 B  

シュラウドサポート レグ 軸圧縮 32 243 B 一次膜＋曲げ許容値に形状

係数αを適用 

上部格子板 ｸﾞﾘｯﾄﾞﾌﾟﾚｰ
ﾄ 膜＋曲げ 24 213 B   

炉心支持板 補強ビーム 膜＋曲げ 91 213 A   

炉
心
支
持
構
造
物 

制御棒案内管 下部溶接部
膜 

膜＋曲げ*6 6 139 B  

アンカボルト ｱﾝｶﾎﾞﾙﾄ 引抜力
335.1 

(t/4.5°)
434.7 

(t/4.5°) A 
本地震による地震力が設計

時地震力を下回るため工認

値を記載 

原
子
炉
本
体 

原
子
炉
本
体 

の
基
礎 

圧力容器ブラケット 水平ﾌﾟﾚｰﾄ 曲げ 2.11 
(t/cm2)

4.34 
(t/cm2) A 

本地震による地震力が設計

時地震力を下回るため工認

値を記載 
*3：標高を見直し適用する震度を変更 
*4～*6：誤記訂正 
 
注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強評価結果（3/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

フレーム 組合せ 36 211 A 制
御
棒
駆
動 

水
圧
系 

水圧制御ユニット 

取付ボルト 引張 16 158 A 

取付ボルト せん断 15 121 A   
ほう酸水注入系ポンプ 

基礎ボルト せん断 10 133 A 

ほ
う
酸
水
注
入
系 ほう酸水注入系貯蔵 

タンク 基礎ボルト せん断 38 133 A 

局部出力領域モニタ 
検出器集合体 ｶﾊﾞｰﾁｭｰﾌﾞ 膜＋曲げ

107 
106*7 141 A 震度比が 1.0 を下回るた

め工認値を記載 

起動領域モニタ 
ドライチューブ パイプ 膜＋曲げ

128 
122*8 257 A 震度比が 1.0 を下回るた

め工認値を記載 

現場盤 
原子炉系（Ⅰ系）計装 
ラック 

取付ボルト せん断 2 133 A 

計
測
制
御
系
統
設
備 

核
計
測
装
置 

垂直自立形制御盤 
安全保護系盤 区分Ⅰ 取付ボルト     (追而) 

胴板 一次 97 372 A 

脚 組合せ 18 224 A 残留熱除去系熱交換器 

基礎ボルト せん断 17 118 A 

取付ボルト せん断 4 341 A 

残留熱除去系ポンプ 

基礎ボルト せん断 5 350 A 

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備 

残
留
熱
除
去
系 

残留熱除去系ストレーナ 取付部 
フランジ 膜＋曲げ 61 169 A   

*7：工認記載値の単位系変更時の誤りを訂正 
*8：前回報告時は 1.0 を下回る震度比を用いて算出した値を記載しており工認記載値に訂正 
 
注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（4/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

取付ボルト せん断 6 341 A 
原子炉隔離時冷却系 
ポンプ 

基礎ボルト 引張 30 456 A 

取付ボルト 引張 20 443 A   

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系 

原子炉隔離時冷却系 
蒸気駆動タービン 

基礎ボルト 引張 12 456 A 

取付ボルト せん断 6 341 A 

高圧炉心注水系ポンプ 

基礎ボルト せん断 7 350 A 

高
圧
炉
心
注
水
系 高圧炉心注水系 

ストレーナ 
取付部 
フランジ 膜＋曲げ 51 169 A 

胴板     (追而) 

脚     (追而) 
原子炉補機冷却水系 
熱交換器 

基礎ボルト     (追而) 

取付ボルト     (追而) 

原
子
炉
補
機
冷
却
水
系 

原子炉補機冷却系ポンプ 

基礎ボルト     (追而) 

取付ボルト     (追而) 
原子炉補機冷却海水 
ポンプ 

基礎ボルト     (追而) 

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備 

原
子
炉
補
機
冷
却 

海
水
系 

原子炉補機冷却海水系 
ストレーナ 基礎ボルト     (追而) 

 
注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（5/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

原
子
炉
冷
却
材
再

循
環
系 

原子炉冷却材再循環 
ポンプ ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 平均引張

応力 175 300 A   

胴板 膜 29 150 A   
主蒸気逃がし安全弁逃が
し弁機能用アキュームレ
ータ 

脚 組合せ 3 201 A 

主蒸気逃がし安全弁自動
減圧機能用アキュームレ
ータ 

胴板 膜 36 150 A   

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備 

主
蒸
気
系 

主蒸気逃がし安全弁自動
減圧機能用アキュームレ
ータ 

脚 組合せ 8 201 A 

ドライウェル上鏡 ﾌﾗﾝｼﾞﾌﾟﾚｰﾄ 曲げ 27 264 A 

下部ドライウェル 
アクセストンネル 

原子炉本体ﾌﾚ

ｷｼﾌﾞﾙｼﾞｮｲﾝﾄ

部 
組合せ 206 427 A 

ﾌﾗﾝｼﾞﾌﾟﾚｰﾄ 曲げ 160 202 A X-204 

配管貫通部 

     X-210B, C 
(追而) 

電気配線貫通部 ﾌﾗﾝｼﾞﾌﾟﾚｰﾄ 曲げ 195 264 A 

ベント管 
ﾘﾀｰﾝﾗｲﾝの垂

直管との結合

部 
膜＋曲げ 52 127 A 

ドライウェルスプレイ管 スプレイ管
案内管 一次 52 211 A 

原
子
炉
格
納
施
設 

格
納
施
設 

ダイヤフラムフロア シアプレー
ト 曲げ 51 304 A 

本地震による地震力が設

計時地震力を下回るため

工認値を記載 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（6/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

取付ボルト 引張 51 148 A   

非常用ガス処理系排風機 

基礎ボルト せん断 15 129 A   

取付ボルト せん断 33 341 A   
非常用ガス処理系 
乾燥装置 

基礎ボルト せん断 12 129 A   

取付ボルト せん断 105 341 A   

非
常
用
ガ
ス
処
理
系 

非常用ガス処理系 
フィルタ装置 

基礎ボルト せん断 13 129 A 

検出器 
取付ボルト

せん断 2 139 A   

放
射
線
管
理
設
備 

放
射
線
管
理
用
計

測
装
置 

燃料取替エリア排気 
放射線モニタ 

架台 
取付ボルト

せん断 2 139 A 

取付ボルト     (追而) 

中央制御室送風機 

基礎ボルト     (追而) 

取付ボルト     (追而) 

中央制御室排風機 

基礎ボルト     (追而) 

中央制御室再循環送風機 基礎ボルト     (追而) 

放
射
線
管
理
設
備 

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系 

中央制御室再循環 
フィルタ装置 基礎ボルト     (追而) 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（7/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

燃料取替機 構造物 
フレーム 組合せ 204 241 A 

発生応力を水平，鉛直に分

解し，それぞれの震度比を

乗じて評価 

原子炉建屋クレーン ガーダ中央
部 曲げ 228 319 B 

使用済燃料貯蔵ラック 基礎ボルト 引張 100 153 A 
ラックの振動方向別の発

生応力を考慮し，それぞれ

の震度比を乗じて評価 

サポート部
基礎ボルト

引張 75 153 A 

燃
料
設
備 

燃
料
設
備 

制御棒・破損燃料貯蔵 
ラック 

底部 
基礎ボルト

せん断 24 118 A 

ディーゼル機関 基礎ボルト せん断 21 194 A 

胴板 膜 118 241 A 

組合せ 6 258 A 

スカート 

座屈 0.03 1 A 
座屈に対する評価式によ

り，発生値は判定基準に対

する比率で示す 

空気だめ 

基礎ボルト せん断 7 133 A 

組合せ 13 241 A 

スカート 

座屈 0.08 1 A 
座屈に対する評価式によ

り，発生値は判定基準に対

する比率で示す 
燃料ディタンク 

基礎ボルト せん断 6 121 A 

空気圧縮機 基礎ボルト せん断 4 139 A 

軸受台下部
ﾍﾞｰｽ取付ボ
ルト 

引張 31 180 A 

非
常
用
予
備
発
電
装
置 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 

発電機 

基礎ボルト せん断 9 194 A 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-5 構造強度評価結果（8/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

直流１２５V 充電器盤 取付ボルト     (追而) 

１２５V 蓄電池 取付ボルト     (追而) 

附
帯
設
備 

蓄
電
池
及
び
充
電
器 バイタル交流電源設備 取付ボルト     (追而) 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 



- 5-24 - 

表 5-5 構造強度評価結果（9/9） 

発生応力
評価基準値

（ⅢAS）評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 

備考 

主蒸気系 配管 一次 134 281 B 
主蒸気逃がし安全弁吹き

出しによる機械荷重を考

慮せず 

給水系 配管 一次 92 274 B   

原子炉冷却材浄化系 配管 一次 89 274 B   

放射性ドレン移送系 配管 一次 68 188 B   

制御棒駆動系 配管 一次 153 283 B 制御棒挿入による機械荷

重を考慮 

ほう酸水注入系 配管 一次 73 132 B 
ほう酸水注入による機械

荷重を考慮せず 
 

残留熱除去系 配管 一次 199 274 B   

原子炉隔離時冷却系 配管 一次 94 182 B   

高圧炉心注水系 配管 一次 96 220 B   

燃料プール冷却浄化系 配管 一次 50 188 B  

非常用ガス処理系 配管 一次 32 214 B   

可燃性ガス濃度制御系 配管 一次 51 211 B   

不活性ガス系 配管 一次 81 201 B   

原子炉補機冷却水系 配管     (追而) 

配
管 

原子炉補機冷却海水系 配管     (追而) 

注 1) 配管系：減衰定数を表 4-4 により見直し 

注 2) 配管系：上下、水平の地震動の組合せは SRSS 法を適用 

注 3）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 
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表 5-6 燃料集合体の評価結果 

過渡時の最大設計比 
（95％確率上限値） 評価対象設備 評価部位 評価応力 

寿命初期 寿命中期 寿命末期 

評価基準 
（ⅢAS） 

燃料集合体 
（崩壊熱除去

可能な形状の

維持） 

燃料被覆管 一次引張 0.35 0.21 0.22 
一次応力に対し

て、0.7Ｓｕ（引張

強さ） 

 
 
 

表 5-7 疲労評価結果（残留熱除去系配管） 
US(地震荷重による疲れ累積係数）  Ｕ(運転状態ⅠおよびⅡ

における疲れ累積係数） 地震動 繰返し回数 US 
U+US 

設計時 S２ 60 回 0.1634 0.1787 
本評価 

0.0153 
中越沖地震 21 回※ 0.1061 0.1214 

※繰返し回数の算定については添付資料 5-1 参照 
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表 5-8 動的機能維持評価結果(1/3) 
機能確認済加速度との比較 

水平加速度（G※1） 鉛直加速度（G※1） 
評価対象設備 

応答 
加速度 

機能確認済
加速度※2 

応答 
加速度 

機能確認済
加速度※2 

ほう酸水注入ポンプ 0.5  1.6  0.5  1.0  

残留熱除去系ポンプ 0.4  10.0  0.4  1.0  

原子炉隔離時冷却系ポンプ 0.4  1.4  0.4  1.0  

原子炉隔離時冷却系タービン 0.4  2.4  0.4  1.0  

高圧炉心注水系ポンプ 0.4  10.0  0.4  1.0  

非常用ガス処理系排風機 0.5  2.3  0.5  1.0  

非常用ディーゼル機関 0.5  1.1  0.6  1.0  

原子炉補機冷却水ポンプ (追而) 

原子炉補機冷却海水ポンプ (追而) 

中央制御室送風機 (追而) 

中央制御室排風機 (追而) 

中央制御室再循環送風機 (追而) 

※1 G = 9.80665(m/s2) 
※2 地震時機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」
に水平方向のみしか規定されていない。既往の試験等をもとに鉛直方向の機能確認済加速度
を定めるとともに水平方向の機能確認済加速度についても見直された値を用いた（参考文献
5 参照）。 
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表 5-8 動的機能維持評価結果(2/3) 
機能確認済加速度との比較 

水平加速度（G※1） 鉛直加速度（G※1） 
評価対象設備 

応答 
加速度 

機能確認済
加速度※2 

応答 
加速度 

機能確認済
加速度※2 

主蒸気系 
（主蒸気内側隔離弁） 3.0  10.0  3.4  6.2  

主蒸気系 
（主蒸気逃がし安全弁） 2.7  9.6  1.4  6.1  

給水系 
（FDW 原子炉給水ﾗｲﾝ内側隔
離弁） 

0.7  6.0  0.6  6.0  

原子炉冷却材浄化系 
（CUW 吸込ﾗｲﾝ内側隔離弁） 1.0  6.0  0.8  6.0  

放射性ドレン移送系 
（ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ LCW ｻﾝﾌﾟ内側隔離
弁） 

1.0  6.0  0.5  6.0  

ほう酸水注入系 
（SLC PCV 外側逆止弁） 0.7  6.0  0.9  6.0  

残留熱除去系 
（RHR 停止時冷却内側隔離
弁） 

0.6  6.0  0.6  6.0  

原子炉隔離時冷却系 
（RCIC タービン止め弁） 1.1  6.0  1.4  6.0  

高圧炉心注水系 
（HPCF 第一試験用調節弁） 1.1  6.0  0.6  6.0  

非常用ガス処理系 
（SGTS ﾌｨﾙﾀ装置出口弁） 0.7  6.0  0.9  6.0  

可燃性ガス濃度制御系 
（FCS 入口第一隔離弁） 1.5  6.0  0.8  6.0  

不活性ガス系 
（PCV ﾊﾟｰｼﾞ用空気供給隔離
弁） 

0.8  6.0  1.6  6.0  

原子炉補機冷却水系 
（   ） (追而) 

弁 

原子炉補機冷却海水系 
（   ） (追而) 

 

※1 G = 9.80665(m/s2) 
※2 既往の試験等をもとに鉛直方向の機能確認済加速度を定めるとともに水
平方向の機能確認済加速度についても見直された値を用いた（参考文献5参照）。
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表 5-8 動的機能維持評価結果(3/3) 

評価対象設備 
燃料集合体の地震時 
相対変位（mm） 

確認済相対変位（mm） 

制御棒 
（地震時の挿入性） 

7.1 40.0※1 

※1 確認済相対変位とは，加振時の挿入性試験により，規定時間内に制御棒が挿入されたことが
確認された値である（参考文献 6）。 

 

 

 

5.4 解析の考察 

地震応答解析結果より評価対象設備の算出値は評価基準値を満足することが確認

できた。さらに，地震力の発生応力の内訳を確認したところ（添付資料 5-2），容器（胴）

や基礎部（基礎ボルト）については地震力の許容値に対する影響は小さく，配管につ

いては比較的影響は大きいものの部分的であることから，地震力のみに対してみれば

十分な余裕度を持って評価基準値を満足していると考えられる。 

また，より現実に近い応答を再現するための検討解析を行い，本評価における地震

応答解析に十分な保守性があることを確認している（参考資料１）。 

 

一方，建屋応答解析と原子炉建屋 3 階（TMSL+23.5ｍ）で得られている地震の観

測波の比較において，一部の周期帯で相違が見られるが，この相違を考慮しても評価

基準値（ⅢAS）を満足することが確認できた（添付資料 5-3）。 

したがって，建屋応答解析結果と観測波の相違はあるものの，本評価結果は十分な

保守性を備えつつ評価基準値（ⅢAS）を満足していると考えられる。 
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6.  総合評価 

6.1 総合評価の方法 

「４．設備点検」及び「５．地震応答解析」の結果を踏まえ、設備健全性の総

合評価を行う（図-6.1 および図-6.2 参照）。 

（１）設備点検で異常が確認されなかった場合 

ａ．構造強度評価 

① 設備点検結果が良好で、かつ、地震応答解析において評価基準を満足

する設備については、設備健全性を満足するものと評価する。 

② 設備点検結果が良好にもかかわらず、地震応答解析において評価基準

を満足しないとの結果が得られた設備については、 

・ 地震応答解析がなお余裕度を有している可能性、ないしは、 

・ 実施可能な設備点検手法によっては地震による設備への微小な影響

が把握できない可能性 

を考慮し、モックアップ試験、構造強度解析の合理化（規格基準の範

疇に対し、より現実的な計算結果を与える合理的解析の実施）等によ

り当該設備が十分な構造強度を有することが確認できる場合には、設

備健全性を満足するものと評価する。 

なお、当該設備の補修または取替を実施する場合には、この限りで

はない。 

ｂ．動的機能維持評価 

動的機能維持に関する総合評価は、「原子力発電所耐震設計技術指針

JEAG4601－1991 追補版」に準拠し、下記のように実施する。 

① 設備点検（分解点検、作動試験等）結果が良好で、かつ、応答加速度

が機能確認済加速度を満足する設備については、設備健全性を満足す

るものと評価する。 

② 応答加速度が機能確認済加速度を満足しない場合、基本点検（目視試

験、作動試験）に加え、前述のように追加点検（分解点検）を実施す

る。損傷箇所が確認されない場合、当該設備は機能確認済加速度を超

えて機能維持が可能であると考え、設備は健全性を有しているものと

評価する。 
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（２）設備点検で異常が確認された場合 

ａ．構造強度評価 

設備点検結果が良好では無い設備については、損傷原因の究明を行うと

ともに補修、取替ないしは、損傷の設備健全性に与える影響の検討等の対

策を講じる。 

ｂ．動的機能維持評価 

設備点検（作動試験、分解点検等）において異常が認められた場合には、

原因の究明を実施するとともに、破損箇所があれば補修または取替を実施

する。 
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解析

z設備点検，地震応答解析の結果に応じて以下のような判断を行う

図-6.1 点検・解析評価の流れ（構造強度評価）
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度を満足しない
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異常あり異常なし
点検

解析
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替の要否判断

評価終了良好

異常あり異常なし
点検

解析

z設備点検，地震応答解析の結果に応じて以下のような判断を行う

※　運転データ採取など行い、継続的に監視を実施する。

図-6.2 点検・解析評価の流れ（動的機能維持評価） 
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6.2 総合評価結果 

（１）設備点検で異常が確認されなかったもの 

ａ．構造強度評価 

設備点検で異常が確認されなかった原子炉安全上重要な設備について

は、全て地震応答解析において評価基準を満足することを確認したこと

から、設備健全性が確保されているものと評価した。 

その他の設備については、基本点検ないし追加点検を主体として実施

し、異常が確認されなかったことを以て設備健全性を確認した。 

ｂ．動的機能維持評価 

設備点検で異常が確認されなかった原子炉安全上重要な設備について

は、全て応答加速度が機能確認済加速度を満足することを確認したこと

から、設備健全性が確保されているものと評価した。 

その他の設備については、基本点検ないし追加点検を主体として実施

し、異常が確認されなかったことを以て設備健全性を確認した。 

 

（２）設備点検で異常が確認されたもの 

ａ．構造強度評価 

設備点検で異常が確認された事象は８件である（「４．設備点検」参照）。 

このうち原子炉安全上重要な設備に関するものは３件（「直流１２５Ｖ蓄

電池 端子電圧低下」、「制御棒ハンドルガイドローラ部 ひび」、「原子

炉格納容器塗装の一部剥離（３ヵ所）割れ」）であったが、これらについ

ては、地震応答解析の結果、いずれも評価基準を満足することを確認し

た。当該結果を踏まえ、損傷原因の究明及び補修、補強、取替等の対策

に関して検討を実施している（添付資料-6.1 参照）。 

ここでは、現時点で漏えい試験を除き目視点検及び作動試験等の基本

点検が概ね完了している原子炉安全上重要な設備における総合評価の内

容を以下に記載する。 

「原子炉格納容器塗装の一部剥離（３ヵ所）割れ」を除く、２件につ

いては地震により発生した事象ではないと評価するとともに、以下の様

に対策を検討している。 
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① 直流１２５Ｖ蓄電池 端子電圧低下 

当該事象は、基本点検として実施した端子電圧測定により確認さ

れ、当該セルの目視点検（電槽、蓋、液面等）を実施し、各部に異

常が無いことを確認した。当該事象については、判定基準内ではあ

ったものの液面が低下していることに起因し、発生したものであり、

通常発生する経年的な事象と判断した（地震時同等の荷重を受けた

と想定される近接する５９セルに異常が確認されていない）。 

当該蓄電池については、補水による液面の復旧ならびに充電を実

施することによって通常の保守対策を実施し、現時点においても異

常がないことを確認している。 

② 制御棒ハンドルガイドローラ部 ひび 

当該事象は、水中カメラを用いた目視点検により確認された。当

該ひびは、ガイドローラピン溶接部近傍に発生しているが、ひびの

発生箇所、形状等から判断して照射誘起応力腐食割れ（ＩＡＳＣＣ）

と考えられる。 

当該制御棒については、取替等の対策について検討中である。 

③ 原子炉格納容器塗装の一部剥離（３ヵ所）割れ 

当該事象は、目視点検によって原子炉格納容器内部のライニング

部の塗装が一部剥離しているのが確認されたものである。今後、追

加点検として塗装を除去し、ライニング表面の状況を確認する計画

である。 

 

ｂ．動的機能維持評価 

設備点検で異常が確認された事象は２６件である（「４．設備点検」参

照）。このうち原子炉安全上重要な設備に関するものは７件（「原子炉冷

却材浄化系電動弁（格納容器隔離弁）駆動部油にじみ」「不活性ガス系空

気作動弁（格納容器隔離弁）駆動部エアリーク」「主蒸気隔離弁（内側）

漏えい率大」「主蒸気逃がし安全弁開度計ロッド損傷」「Ｄ／Ｇ（Ａ）空

気圧縮機吸入フィルタ劣化」「制御棒駆動機構 分離」「ＳＧＴＳ排風機

軸受スペーサ緩み」）であったが、地震応答解析の結果では、応答加速度
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が機能確認済加速度を満足することを確認した。 

「主蒸気隔離弁漏えい率 分解点検の判断レベル超過」、「主蒸気逃が

し安全弁開度計ロッド損傷」を除く、５件については地震により発生し

た事象ではないと評価するとともに、以下の様に対策を検討している。 

① 原子炉冷却材浄化系電動弁（格納容器隔離弁）駆動部油にじみ 

当該事象は、目視点検にて確認され、追加点検として駆動部の分

解点検を実施した。その結果、ギアボックス内に損傷・変形などの

異常が無いことを確認した。当該事象については、前回の定期検査

時よりにじみが確認されており、経年的なパッキンの劣化であり、

地震による影響ではないものと判断した。 

当該弁については劣化したパッキンの交換を実施した。 

② 不活性ガス系空気作動弁（格納容器隔離弁）駆動部エアリーク 

当該事象は、作動試験にて駆動部よりエアリークが確認され、追

加点検として駆動部の分解点検を実施した結果、パッキン面に塗装

片が付着していることを確認した。その他内部構成部品に異常はな

く、地震による影響ではないものと判断した。 

当該弁についてはシート面の手入れを行うとともにパッキンの交

換を実施した。 

③ 主蒸気隔離弁漏えい率 分解点検の判断レベル超過 

当該事象は、停止後の漏えい率試験にて確認され、分解点検を実

施する判断レベルを超えていた。通常の定期検査時においても同様

な事象は確認されており、今回も同様に分解点検を行っている。今

後、シート部等の状況を確認し、地震による影響の有無を評価する

計画である。 

④ 主蒸気逃がし安全弁開度計ロッド損傷 

当該事象は、予め計画する追加点検として実施した分解点検にて

確認され、当該弁の付属品である弁開度を示すためのロッド部に折

損が認められた。折損部の破面観察を行い、疲労によるものである

ことを確認した。他の主蒸気逃がし安全弁においては当該部の折損

はないことを確認しており、今後、地震による影響の有無を評価す
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る計画である。 

当該弁については折損したロッドの交換を実施する予定である。 

⑤ Ｄ／Ｇ（Ａ）空気圧縮機吸入フィルタ劣化 

当該事象は、予め計画する追加点検として実施した分解点検にて、

吸入フィルターにひびがあることを確認したものである。当該フィ

ルターはスポンジ製であり、硬化して割れが発生していることから、

経年的な劣化によるものであり、地震による影響ではないものと判

断した。 

当該機器については劣化したフィルターの交換を実施した。 

⑥ 制御棒引き抜き不良 

当該事象は、制御棒作動時に確認され分解点検を実施した。その

結果、中空ピストン、ボールナットに傷や損傷、曲がりは確認され

なかった。また、制御棒、制御棒案内管等においても有意な変形は

認められていないことから、クラッド等の干渉により一時的に制御

棒駆動機構内の摩擦抵抗が増大したことにより発生したものであり、

地震による影響ではないものと判断した。 

⑦ ＳＧＴＳ排風機軸受スペーサ緩み 

当該事象は、作動試験にて確認され、追加点検として分解点検を

実施し、主軸及びスペーサに摩耗等がないことを確認した。本事象

に関しては機器の機能に影響を及ぼすものではなく、点検の結果か

ら、施工不良（ベアリングナットの増し締め不足）が原因でり、地

震による影響ではないものと判断した。 

当該機器については、スペーサの交換、ナットの増し締めを実施

した。 

 

なお，今回の報告は現在までの進捗を踏まえた総合評価であり，設備点検作業の

終了後に最終的な総合評価を行うものとする。 
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7.  添付資料 

添付資料 4-1  各機種の点検方法 

添付資料 4-2  各機種の点検結果 

添付資料 5-1  疲労評価における繰返し数の算出について 

添付資料 5-2  設計時の地震応答解析における地震力の影響について 

添付資料 5-3 建屋応答解析と地震観測波の相違が及ぼす設備解析への影響

について 

添付資料 6-1 柏崎刈羽原子力発電所第 7 号機 新潟県中越沖地震後の設備

健全性に係る総合評価 
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